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平成 27 年度 一般会計決算の概要 

 

○ 平成 27 年度総社市一般会計決算は、歳入決算額 284 億 477 万 2 

 千円に対し、歳出決算額 273 億 8,750 万円で、差し引き 10 億 1,727 

 万 2 千円の残額を生じています。このうち、繰越明許費の繰越財源分 

 2 億 6,925 万 6 千円を差し引いた実質収支額は、7 億 4,801 万 6 千 

 円となっています。 

○ 歳入は、全体で平成 26 年度と比べ、13 億 6,291 万円の増額とな 

っています。これは、ふるさと納税の推進による寄附金の大幅な増額や 

プレミアム付商品券の売払いに係るもののほか、消費税の引上げに伴 

う地方消費税交付金が増額となったことなどによるものです。 

 なお、歳入のうち、市税などの市独自でまかなうことのできる自主財 

源は、全体の４１．７%となっており、残りは地方交付税や国・県から 

の補助金、市債などの財源に依存しています。 

○ 歳出は、平成 26 年度と比べ、市債の元利償還経費である公債費が 1 

億 329 万 2 千円の減少となった一方で、ふるさと納税の推進による 

返礼品の増加やプレミアム付商品券の発行などに伴う補助費等が 10 

億 716 万 7 千円増加、市道の修理などの維持補修費が 1 億 2,671 万 

7 千円増加となりました。 

 公債費は減少していますが、小学校改築や給食調理場新設などの大 

型事業の実施に伴い、市債の借入れが続くことから、今後も高い水準で 

推移するものと見込まれます。 

○ 社会保障関係経費の自然増や道路などの公共施設の老朽化対策経費 

の増加も見込まれることから、引き続き、歳入の確保や事務事業の見 

直しを図るなど行財政改革を推進し、より一層の財政健全化に努める 

必要があります。 



平成27年度の各会計の決算は次のとおりです。

（単位：千円）

歳 入 歳 出 差 引 28年度への 実質収支

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ 　繰越財源 　Ｄ Ｃ－Ｄ

28,404,772 27,387,500 1,017,272 269,256 748,016

国 民 健 康 保 険 8,330,172 8,157,994 172,178 0 172,178

後 期 高 齢 者 医 療 716,947 716,275 672 0 672

介 護 保 険 5,141,742 5,077,519 64,223 0 64,223

農 業 集 落 排 水 事 業 費 293,291 293,231 60 0 60

公 共 下 水 道 事 業 費 1,902,731 1,902,606 125 0 125

国 民 宿 舎 事 業 費 694,198 694,194 4 0 4

総 社 駅 南 地 区 土 地

区 画 整 理 事 業 費

621,633 547,384 74,249 74,228 21

計 17,700,714 17,389,203 311,511 74,228 237,283

◎平成27年度に実施した主な事業（一般会計）

(単位：千円)

・私立保育所等の運営に対する委託事業 1,310,531

・各種障害福祉サービスに係る給付 912,698

・清音神在本線改良事業 399,291

・一般廃棄物最終処分場建設事業 397,139

・昭和公民館移転新築整備事業 360,669

・小児医療費の給付 248,382

・定期の予防接種に対する助成 169,645

・障害者地域生活支援事業 117,977

○国民健康保険・・・・

○後期高齢者医療・・・

○介護保険・・・・・・

○農業集落排水事業・・

○公共下水道事業・・・

○国民宿舎事業・・・・

○総社駅南地区土地

　区画整理事業・・・・

する高齢者の医療制度として運営しています。

総社市を保険者とする国民健康保険の保険税の収納や医療費の給付などの運営に

係る収支を経理しています。

総社市中心市街地の南側に隣接する総社駅南地区の区画整理を実施しています。

国民宿舎「サンロード吉備路」の運営を行っています。

下水道施設の整備、維持管理を行っています。

農業集落地域における排水の水質保全及び生活環境の改善を図るため、処理施設

の管理及び整備を行っています。

総社市を保険者とする介護保険の保険料の収納や介護費の給付などの運営に係る

収支を経理しています。

平 成 27 年 度 決 算 の 概 要

会 計 区 分

一 般 会 計

特

別

会

計

75歳以上のすべての方と、一定の障害があると認定された65歳以上の方が加入
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決 算 額

市 税

市民税(個人・法人)、固定資産税(土地・家屋・償却資

産)、都市計画税など

7,955,579

繰 越 金

決算上の剰余金及び前年度から繰り越された事業の既

収入財源

1,255,087

分担金及び負担金

市の行う事業により利益を受ける者から、その受益を限度として徴

収するもので、保育所保育料や農林業施設整備費分担金など

479,687

そ の 他 使用料及び手数料、寄附金、繰入金、諸収入など 2,157,575

自 主 財 源 小 計 11,847,928

地 方 交 付 税

地方公共団体間の財源の不均衡を調整するため、財政

状況に応じて交付される税

6,762,480

国 庫 支 出 金

市が行う特定の事務・事業に対して国が支払う負担

金、補助金、交付金など

4,049,252

市 債

公共施設整備などのために市が国や金融機関から長期

的に借り入れる資金

2,481,850

県 支 出 金

市が行う特定の事務・事業に対して県が支払う負担

金、補助金、交付金など

1,491,997

そ の 他

国税の一部が市道延長・面積等によって譲与される地方譲与税や地方消費税の

一部が市の人口・従業者数等によって交付される地方消費税交付金など

1,771,265

依 存 財 源 小 計 16,556,844

合 計 28,404,772

自主財源…市が自主的に得られる財源（市税や施設の使用料、証明書等の発行手数料、事業の分担金）

依存財源…国や県の基準に基づいて交付される財源（地方交付税、国や県からの補助金、市債）

23.8

14.3

8.7

5.3

6.2

58.3

100.0

区 分

歳入の状況（一般会計）

（単位：千円、％）

平 成 27 年 度

構成比

●歳入の概要

41.7

4.4

1.7

7.6

内 容

28.0

自主財源自主財源自主財源自主財源

118118118118億億億億4,7934,7934,7934,793万円万円万円万円

41.741.741.741.7％％％％

依存財源依存財源依存財源依存財源

165165165165億億億億5,6845,6845,6845,684万円万円万円万円

58.358.358.358.3％％％％

市税市税市税市税

79797979億億億億5,5585,5585,5585,558万円万円万円万円

28.028.028.028.0％％％％

繰越金繰越金繰越金繰越金

12121212億億億億5,5095,5095,5095,509万円万円万円万円

4.44.44.44.4％％％％

分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金

4444億億億億7,9697,9697,9697,969万円万円万円万円

1.7%1.7%1.7%1.7%

その他（諸収入等）その他（諸収入等）その他（諸収入等）その他（諸収入等）

21212121億億億億5,7575,7575,7575,757万円万円万円万円

7.67.67.67.6％％％％

その他（地方譲与税等）その他（地方譲与税等）その他（地方譲与税等）その他（地方譲与税等）

17171717億億億億7,1267,1267,1267,126万円万円万円万円

6.26.26.26.2％％％％

県支出金県支出金県支出金県支出金

14141414億億億億9,2009,2009,2009,200万円万円万円万円

5.35.35.35.3％％％％

市債市債市債市債

24242424億億億億8,1858,1858,1858,185万円万円万円万円

8.78.78.78.7％％％％

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

40404040億億億億4,9254,9254,9254,925万円万円万円万円

14.314.314.314.3％％％％

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

67676767億億億億6,2486,2486,2486,248万円万円万円万円

23.823.823.823.8％％％％

総額総額総額総額

284284284284億億億億477477477477万円万円万円万円
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●市税収入の内訳

金額（千円） 構成比（％）

固 定 資 産 税 3,617,829 45.5 53,272 138,338 人口： 67,912人

市 民 税 ( 個 人 ) 2,926,085 36.8 43,086 111,888 世帯： 26,152世帯

市 民 税 ( 法 人 ) 404,240 5.1 5,952 15,457

都 市 計 画 税 420,830 5.3 6,197 16,092

市 た ば こ 税 386,408 4.8 5,690 14,775

軽 自 動 車 税 179,551 2.2 2,644 6,866

入 湯 税 20,636 0.3 304 789

合 計 7,955,579 100.0 117,145 304,205

平成28年3月31日現在

市 全 体 市民一人あたり

（円）

一世帯あたり

（円）

備 考

固定資産税固定資産税固定資産税固定資産税

53,27253,27253,27253,272円円円円

45.545.545.545.5％％％％

市民税市民税市民税市民税((((個人個人個人個人))))

43,08643,08643,08643,086円円円円

36.836.836.836.8％％％％

市民税市民税市民税市民税((((法人法人法人法人))))

5,9525,9525,9525,952円円円円

5.15.15.15.1％％％％

都市計画税都市計画税都市計画税都市計画税

6,1976,1976,1976,197円円円円

5.35.35.35.3％％％％

市たばこ税市たばこ税市たばこ税市たばこ税

5,6905,6905,6905,690円円円円

4.84.84.84.8％％％％

軽自動車税軽自動車税軽自動車税軽自動車税

2,6442,6442,6442,644円円円円

2.22.22.22.2％％％％

入湯税入湯税入湯税入湯税

304304304304円円円円

0.30.30.30.3％％％％

市民市民市民市民

一人当たり一人当たり一人当たり一人当たり

の税金の税金の税金の税金

117,145117,145117,145117,145円円円円
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決 算 額

民 生 費 高齢者、障がい者の福祉サービス、子育て支援や保育所の運営 8,766,402

総 務 費

行政全般の事務管理、税の徴収や戸籍管理、ふるさと納税に関する経

費

4,465,086

教 育 費 幼稚園や小中学校などの維持管理や文化・スポーツの振興 4,060,655

土 木 費 道路、河川などの社会資本整備や維持管理 2,744,751

公 債 費 借り入れた市債の元金や利子の返済 2,706,213

衛 生 費 健康増進、疾病予防や環境保全、ごみ処理 2,175,500

消 防 費 消防や火災予防、水防などの災害対策 952,256

農 林 業 費 農林業の振興支援や生産基盤の整備 821,462

議 会 費 議会運営 302,949

商 工 費 商工業や観光の振興 294,786

労 働 費 雇用対策や勤労者の支援 97,440

歳 出 合 計 27,387,500

403,279 円

　　福祉や保育からなる民生費が全体の32.0％を占め、最も大きな割合となっています。次いで総務費が

　16.3％を占めています。

◆目的別決算の内訳

1.1

0.4

市民一人あたりの経費

14.8

3.0

3.5

1.1

100.0

32.0

16.3

7.9

9.9

10.0

歳出の状況（一般会計）

●歳出の概要

（単位：千円、％）

科 目 内 容

平 成 27 年 度

構成比

民生費民生費民生費民生費

87878787億億億億6,6406,6406,6406,640万円万円万円万円

32.032.032.032.0％％％％

総務費総務費総務費総務費

44444444億億億億6,5096,5096,5096,509万円万円万円万円

16.316.316.316.3％％％％

教育費教育費教育費教育費

40404040億億億億6,0656,0656,0656,065万円万円万円万円

14.814.814.814.8％％％％

土木費土木費土木費土木費

27272727億億億億4,4754,4754,4754,475万円万円万円万円

10.010.010.010.0％％％％

公債費公債費公債費公債費

27272727億億億億621621621621万円万円万円万円

9.99.99.99.9％％％％

衛生費衛生費衛生費衛生費

21212121億億億億7,5507,5507,5507,550万円万円万円万円

7.97.97.97.9％％％％

消防費消防費消防費消防費

9999億億億億5,2265,2265,2265,226万円万円万円万円

3.53.53.53.5％％％％

農林業費農林業費農林業費農林業費

8888億億億億2,1462,1462,1462,146万円万円万円万円

3.03.03.03.0％％％％

議会費議会費議会費議会費

3333億億億億295295295295万円万円万円万円

1.11.11.11.1％％％％

商工費商工費商工費商工費

2222億億億億9,4799,4799,4799,479万円万円万円万円

1.11.11.11.1％％％％

総額総額総額総額

273273273273億億億億8,7508,7508,7508,750万円万円万円万円

労働費労働費労働費労働費

9,7449,7449,7449,744万円万円万円万円

0.40.40.40.4％％％％
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決 算 額

人 件 費 職員の給与や退職金、議員や非常勤職員の報酬など 4,569,869

扶 助 費

児童手当や小児医療費助成などの児童支援、生活困窮者や高齢

者の支援

5,240,741

公 債 費 借り入れた市債の元金や利子の返済 2,706,213

義務的経費 小計 12,516,823

物 件 費 消費的性質を有する経費で賃金、旅費、需用費、役務費など 3,381,222

補 助 費 等

市から団体や個人に対して、行政上の目的により交付する現金

的給付で、報償費、負担金、補助金及び交付金など

2,953,717

維 持 補 修 費 市が管理する道路や公共施設を維持するための費用 486,284

消費的経費 小計 6,821,223

普通建設事業費 道路の整備、小中学校やその他公共施設の建設や改修 3,496,766

災 害 復 旧 費 大雨などの異常天候の災害により被災した施設の復旧 9,842

投資的経費 小計 3,506,608

繰 出 金 一般会計と特別会計との間での資金運用 3,474,734

積 立 金 年度間の財源変動に備え、積み立てるもの 996,612

投 資 及 び

出 資 金 ， 貸 付 金

公益上の必要による法人への出資や現金の貸付 71,500

その他の経費 小計 4,542,846

歳 出 合 計 27,387,500

　義務的経費が全体の45.7％を占めています。義務的経費は支出が義務付けられ、任意に削減できないことか

ら、この割合が多くなるほど財政の硬直化が進みます。

16.6

100.0

1.8

24.9

12.8

0.0

12.8

12.7

3.6

0.3

10.8

◆性質別決算の内訳 （単位：千円、％）

区 分 内 容

平 成 27 年 度

構成比

16.7

19.1

9.9

45.7

12.3

義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費

125125125125億億億億1,6821,6821,6821,682万円万円万円万円

45.745.745.745.7％％％％

消費的経費消費的経費消費的経費消費的経費

68686868億億億億2,1222,1222,1222,122万円万円万円万円

24.924.924.924.9％％％％

投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費

35353535億億億億661661661661万円万円万円万円

12.812.812.812.8％％％％

その他の経費その他の経費その他の経費その他の経費

45454545億億億億4,2854,2854,2854,285万円万円万円万円

16.616.616.616.6％％％％

人件費人件費人件費人件費

45454545億億億億6,9876,9876,9876,987万円万円万円万円

16.716.716.716.7％％％％

扶助費扶助費扶助費扶助費

52525252億億億億4,0744,0744,0744,074万円万円万円万円

19.119.119.119.1％％％％

公債費公債費公債費公債費

27272727億億億億621621621621万円万円万円万円

9.99.99.99.9％％％％
物件費物件費物件費物件費

33333333億億億億8,1228,1228,1228,122万円万円万円万円

12.312.312.312.3％％％％

補助費等補助費等補助費等補助費等

29292929億億億億5,3725,3725,3725,372万円万円万円万円

10.810.810.810.8％％％％

維持補修費維持補修費維持補修費維持補修費

4444億億億億8,6288,6288,6288,628万円万円万円万円

1.81.81.81.8％％％％

普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

34343434億億億億9,6779,6779,6779,677万円万円万円万円

12.812.812.812.8％％％％

繰出金繰出金繰出金繰出金

34343434億億億億7,4747,4747,4747,474万円万円万円万円

12.712.712.712.7％％％％

積立金積立金積立金積立金

9999億億億億9,6619,6619,6619,661万円万円万円万円

3.63.63.63.6％％％％

投資及び出資金，貸付金投資及び出資金，貸付金投資及び出資金，貸付金投資及び出資金，貸付金

7,1507,1507,1507,150万円万円万円万円

0.30.30.30.3％％％％

総額総額総額総額

273273273273億億億億8,7508,7508,7508,750万円万円万円万円

災害復旧費災害復旧費災害復旧費災害復旧費

984984984984万円万円万円万円

0.00.00.00.0％％％％
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　たな社会基盤の整備が予定されていることから、引き続き厳しい水準で推移すると

　予想されます。

　　市債残高は、毎年度、元金返済分が減少し、新規発行分が増加します。

　　総社市では、平成17年の合併以降、公債費(市債の元利返済)の抑制を図るため、

　投資的事業を抑制してきたことから、市債残高は全体として減少傾向にあります。

　　また、一般会計等が負担する公債費及びこれに準じる経費の割合を示す実質公債

　費比率についても年々、改善してきています。

　　しかしながら、今後も学校施設の改築や給食調理場の建設など、必要とされる新
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16.8
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10.6
9.4

8.1

18.518.518.518.5

16.716.716.716.7

14.614.614.614.6

12.712.712.712.7

11.311.311.311.3

10.410.410.410.4

6.06.06.06.0

8.08.08.08.0
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市債残高・実質公債費比率の推移市債残高・実質公債費比率の推移市債残高・実質公債費比率の推移市債残高・実質公債費比率の推移

一般会計（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債

公共下水道 駅南地区土地区画整理

農業集落排水 国民宿舎

実質公債費比率

（％）（％）（％）（％）（億円）（億円）（億円）（億円）

481.6481.6481.6481.6

469.4469.4469.4469.4

458.3458.3458.3458.3

450.5450.5450.5450.5
447.4447.4447.4447.4

438.6438.6438.6438.6
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　基金残高の確保に努める必要があります。

　や市債の償還に必要な財源を確保し債務の軽減を図ることを目的とした減債基金、

　そのほかに教育や文化振興など特定の目的のために積み立てられる特定目的基金が

　あります。

　　平成２２年度以降、基金残高は増加していますが、今後見込まれる社会保障関係

　経費の増大、普通交付税の一本算定による段階的削減にも確実に対応できるよう、

　　市の預貯金に相当する基金には、年度間の財源の不均衡を調整する財政調整基金
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基金残高の推移（普通会計ベース）基金残高の推移（普通会計ベース）基金残高の推移（普通会計ベース）基金残高の推移（普通会計ベース）

財政調整基金 減債基金

職員退職手当基金 まちづくり基金

総社駅南地区土地区画整理事業基金 その他特定目的基金

（億円）（億円）（億円）（億円）

57.657.657.657.6

84.984.984.984.9

91.691.691.691.6

97.197.197.197.1

104.9104.9104.9104.9

77.077.077.077.0
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総社市の決算を家計簿にしてみると総社市の決算を家計簿にしてみると総社市の決算を家計簿にしてみると総社市の決算を家計簿にしてみると

項 目 金 額 構成比 項 目 金 額 構成比

給料（市税） 140,000 28.0 食費（人件費） 80,500 16.7

パート 43,000 8.6 医療費・養育費（扶助費） 92,100 19.1

（使用料・手数料など） ローンの返済 47,700 9.9

前月からの繰越 22,000 4.4 （公債費）

（繰越金） 光熱水費・通信費 59,300 12.3

貯金の取崩し 3,500 0.7 （物件費）

（繰入金） 家の増改築 61,700 12.8

自主財源　小計 208,500 41.7 （普通建設事業）

親からの援助 150,000 30.0 町内会、サークル会費 52,100 10.8

（地方交付税、地方譲与

税など）

（補助費等）

兄弟からの援助 98,000 19.6 子どもへの仕送り 61,200 12.7

（国・県支出金） （繰出金）

ローンの借入 43,500 8.7 貯金（積立金） 17,400 3.6

（市債） その他 10,100 2.1

依存財源　小計 291,500 58.3

（維持補修費、災害復旧

費、貸付金）

合 計 500,000 100.0 合 計 482,100 100.0

　総社市の決算を身近に感じていただけるように、平成２７年度一般会計決算状況を１ヶ月の

収入が５０万円の家庭に例えて、１ヶ月分の家計簿を作ってみました。

（単位：円、％）

毎 月 の 収 入 毎 月 の 支 出

必要性や効果をよく検討した上で、収入の使い道を決めていくことが必要です。

　食費、医療費・養育費、ローンの返済といった、なかなか減らせないお金（義務的経費）が

２２万３００円ありますが、家族で稼いだお金（自主財源）は２０万８，５００円しかなく、

親、兄弟からの援助やローンの借入を受けた上で、生活が成り立っています。

　今後は、親からの援助（地方交付税等）が減少する一方、必要な経費は更に増加すると見込

まれます。これからも、より良い生活と健全な家計を維持していくためには、節約を徹底し、
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平成 28 年度上半期の財政事情 

 

○ 本年度上半期の我が国の経済情勢は、緩やかな回復基調が続いているとさ 

れているものの、平成 28 年 9 月の内閣府による月例経済報告によれば、先 

行きについて、「雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあっ 

て、緩やかな回復に向かうことが期待される。ただし、海外経済で弱さがみ 

られており、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気が下振れし、 

我が国の景気が下押しされるリスクがある。」と指摘しています。 

○ 本市では、平成 27 年度決算において、「地方公共団体の財政の健全化に関 

する法律」に基づき示された「健全化判断比率（①実質赤字比率②連結実質 

赤字比率③実質公債費比率④将来負担比率の４指標）」並びに「資金不足比率」 

によると、いずれの指標も早期健全化基準などを下回っております。 

○ しかしながら、普通交付税については、合併算定替えによる特例措置の終 

了に伴い、平成 27 年度から段階的な縮減が始まっています。また、景気の 

先行きが不透明ななか、税収についても、大幅な伸びが見込める状況にはあ 

りません。その一方で、少子高齢化に伴う社会保障関係経費や公共施設等の 

維持補修費などの増大、更には、学校施設の耐震化などの過去の大規模事業 

及び今後予定されている小学校の改築や調理場建設の財源である起債の償還 

を控えるなど、多額の財政負担が見込まれます。こういった状況を踏まえま 

すと、よりよりよりより効率的で持続可能な財政運営の確立効率的で持続可能な財政運営の確立効率的で持続可能な財政運営の確立効率的で持続可能な財政運営の確立を図ることがを図ることがを図ることがを図ることが急務急務急務急務とな 

っており、今後も徹底した歳出全般の見直しや歳入確保に努めるなど、歳入・ 

歳出両面での行財政改革に積極的に取り組むことが必要となっています。 

○ 今年度からスタートした「第 2 次総社市総合計画」による「全国屈指の

福祉先駆都市の実現」や「グランドデザイン改革」などの新たな領域

に積極的に取り組み、前期基本計画の 5 つの基本目標である「だれもが住

み・働き・学び・訪れ・集いたくなる総社」の実現に向けて全力で取り組ん

でまいります。 



■市有財産の状況（平成28年9月30日現在）

土 地 4,670,340 ㎡

建 物 251,878 ㎡

山 林 1,646,466 ㎡

有 価 証 券 293,489 千円

出 資 に よ る 権 利 3,368,474 千円

263,761 千円

財 政 調 整 基 金 4,430,511 千円

減 債 基 金 873,310 千円

職 員 退 職 手 当 基 金 871,299 千円

ま ち づ く り 基 金 55,592 千円

総 社 駅 南 地 区 土 地 区 画

整 理 事 業 基 金

218,983 千円

小小小小 計計計計 （（（（ 以以以以 上上上上 5555 基基基基 金金金金 ）））） 6,449,695 千円

そ の 他 特 定 目 的 基 金 4,116,912 千円

計 10,566,607 千円

384,590 千円

536,403 千円

57,445 千円

339,066 千円

2,319 千円

11,886,430 千円

公 共 下 水 道 事 業 基 金

土 地 開 発 基 金

合 計

平 成 28 年 度　上 半 期 財 政 運 営 の 状 況

区 分 現 在 高

公

有

財

産

債 権

基

金

普

通

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

国 民 宿 舎 運 営 基 金
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■一時借入金の現在高（平成28年9月30日現在）

（単位：千円）

現 在 高

0

0

0

■基金繰替運用の状況（平成28年9月30日現在）

（単位：千円）

繰 替 運 用 金

0

0

0

■債務負担行為の状況（平成28年度9月補正予算まで）

（一般会計） （単位：千円）

科 目 件 数 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の

支 出 予 定 額

議 会 費 1 3,323 2,508

総 務 費 5 13,510 8,512

民 生 費 17 1,537,697 1,534,745

農 林 業 費 142 1,735,678 888,412

商 工 費 1 179,900 143,920

土 木 費 1 43,000 43,000

教 育 費 8 1,228,902 1,143,838

合 計 175 4,742,010 3,764,935

※限度額が文言等で記載されているもの

　・農業近代化資金利子補給ほか 4件

　・損失補償に関するもの 1件

　・勤労者融資利子補給 1件

減 債 基 金

職 員 退 職 手 当 基 金

※基金繰替運用とは，基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することです。

会 計 区 分

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

区 分

財 政 調 整 基 金
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市債の現在高（一般会計）市債の現在高（一般会計）市債の現在高（一般会計）市債の現在高（一般会計）

平成28年度末 市債現在高見込額 27,164百万円

（単位：百万円）
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市債の現在高（特別会計）市債の現在高（特別会計）市債の現在高（特別会計）市債の現在高（特別会計）

平成28年度末 市債現在高見込額 15,950百万円

（単位：百万円）
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